
1 電気通信事業者数

平成16年度末における電気通信事業者数は13,090社

である（図表①）。

2 インターネットサービス提供事業者

インターネットサービスを提供している事業者は、

平成16年度末には9,111社（対前年度比2.8％増）とな

っている。

平成17年版　情報通信白書 143

電気通信事業 第 2 節第 2 節

2
第

章

情
報
通
信
の
現
況

第

章
2

電気通信事業者
（1）事業者数

平成16年度末における電気通信事業者は13,090社

11

電気通信事業者数 3,260 4,726 6,024 6,780 7,900 9,350 10,520 11,318 12,518 13,090 

年度末 平成7 8 9 10 11 12 13 14 15 16

（社） 

161514131211109876平成5 （年度末） 

（社） 

0

1,000

2,000
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4,000

5,000

6,000

7,000

8,000

9,000

10,000

3811
506

1,703

2,661

3,365

4,234

5,612

6,741

7,527

8,860
9,111

図表① 電気通信事業者数の推移

図表② インターネットサービス提供事業者数の推移



平成15年度における電気通信事業の売上高は、16兆

1,403億円（対前年度比0.5％減）となった（図表①）。

売上高（注）を役務別に見ると、音声伝送役務の割合が

全体の68.0％（対前年度比4.3ポイント減）であり、デ

ータ伝送役務の占める割合が16.8％（同6.7ポイント増）

となっている。
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電気通信事業者
（2）売上高

平成15年度における電気通信事業の売上高は16.1兆円と横ばい

11

年度 

※　売上高の推移は、改正前の電気通信事業法に基づく事業区分別の推移である 

第一種電気通信事業（対前年度比） 

第二種電気通信事業（対前年度比） 

 （うち）特別第二種電気通信事業（対前年度比） 

 （うち）一般第二種電気通信事業（対前年度比） 
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  （38.8％） 
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平成13

図表①、②　総務省「通信産業基本調査」により作成 

（％） 

（年度） 

72.3 10.1 7.3 10.3

58.4  6.0  6.5  29.1

68.0 16.8 6.4  8.8

音声伝送役務 データ伝送役務 専用役務 その他 

（注）ここでの売上高は、改正前の電気通信事業法に基づく第一種電気通信事業における売上高

図表① 電気通信事業の売上高の推移

図表② 売上高における役務別比率の推移



図表①～④　総務省「トラヒックからみた我が国の通信利用状況」により作成 

58.0

65.4

64.8

64.3

62.6 37.4

35.7

35.2

34.6

42.0

（％） 

（年度） 
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13

12

平成11

NTTドコモ NCC

1 固定通信

長距離通信（県間通信）の通信回数におけるNCC（注1）

の比率は、平成11年度の45.4％から平成15年度には

53.8％にまで増加している（図表①）。

地域通信（県内通信）の通信回数におけるNCC（注1）

の比率は、平成11年度の25.9％から平成15年度には

41.9％にまで増加している（図表②）。

国際通信の通信回数におけるNCC（注2）の比率は、平

成11年度の40.9％から平成15年度には61.5％にまで増

加している（図表③）。

2 移動通信

平成15年度の携帯電話の通信回数に占めるNCC（注3）

の比率は37.4％であり、平成14年度と比べ1.7ポイント

の増加となっている（図表④）。
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（注1）東・西NTTとNTTコミュニケーションズ以外の事業者
（注2）KDDI以外の事業者
（注3）NTTドコモ9社以外の事業者

電気通信事業者
（3）競争状況

固定通信はNCC比率が増加傾向、移動通信は均衡傾向

11

（％） 

（年度） 
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50.2
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46.5

45.4
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NTT NCC
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平成11

KDDI 国際系NCC

図表① 長距離通信（県間通信）の通信回数における
比率の推移

図表③ 国際通信の通信回数における比率の推移

（％） 

（年度） 

74.1

68.6

65.2

61.0

58.1 41.9

39.0

34.8

31.4

25.9

0 20 40 60 80 100

15
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12

平成11

NTT NCC

図表② 地域通信（県内通信）の通信回数における
比率の推移

図表④ 携帯電話の通信回数における比率の推移



我が国における主な電気通信サービスの概要は図表

のとおりである。明治23年に加入電話サービスが開始

して以来、NCCによる地域電話の参入、ISDNのサー

ビス開始等、電気通信サービスの多様化が進展されて

いる。近年ではDSL、ケーブルインターネット、

IMT－2000をはじめ、無線LANサービスやブロードバ

ンド回線を利用したIP電話の利用が本格化し、映像や

音声など高速・大容量のデータ通信を中心とする電気

通信サービスが急速に普及している。
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電気通信サービス
（1）概況

高速・大容量の多様な電気通信サービスが急速に普及

22

固
定
通
信
 

移
動
通
信
 

2000 
（平成12年） 

（年） 2005 
（平成17年） 

1990 
（平成2年） 

1980 
（昭和55年） 

1970 
（昭和45年） 

1960 
（昭和35年） 

1900 
（明治33年） 

1890 
（明治23年） 

1910 
（明治43年） 

1950 
（昭和25年） 

1890 加入電話（NTT） 

ISDN

1996

ケーブルインターネット 

1988

公衆電話 
1900

一般専用サービス 
1906

携帯電話（当初は自動車電話としてサービス開始） 

IMT-2000

高速デジタル伝送サービス 
1984

国際専用サービス 
1952

1979

PHS

無線呼出し 

1995

1968

2001

1999
DSL

1999
FWA

2000
FTTH

図表 主な電気通信サービスの開始年



平成16年度末における加入電話契約数は5,163万件、

対前年度比0.1％増となっている（図表①）。背景には、

ADSLの普及に伴い、ISDNから加入電話に移行する動

きがある一方、携帯電話の普及の影響を受けているも

のと考えられる。

また、固定通信（加入電話及びISDN）と移動通信

（携帯電話及びPHS）を比較すると、固定通信が前年

度と同様漸減傾向にある一方で、移動通信の契約数は

引き続き増加傾向にあり、その差はさらに拡大してい

る（図表②）。
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電気通信サービス
（2）固定電話

ADSLへの移行、携帯電話の普及を背景に加入電話は横ばい。固定通信合計では減少

22

（年度末） 
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移動通信 
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図表① 加入電話とISDNの契約数の推移

図表② 固定通信と移動通信の契約数の推移
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平成15年度における国際電話の通信回数（国際通信

11社合計）は9.1億回（対前年度比0.8％増）、通信時間

は77.2百万時間（同0.5％減）となり、前年度と比べ横

ばいとなっている。発着信別では、発信回数が4.9億

回（対前年度比1.4％減）、着信回数が4.1億回（同3.5％

増）、通信時間については、発信時間が44.5百万時間

（同2.3％増）、着信時間が32.8百万時間（同3.8％減）と

なっている（図表①、②）。

また、発信時間の対地別比率では、米国（21.8％）

が最も高く、次いで中国（14.5％）、フィリピン

（14.3％）、ブラジル（6.9％）、韓国（6.6％）で、前年

度と比べブラジルと韓国の順位が入れ替わっている

（図表③、④）。

電気通信サービス
（3）国際電話

発信回数及び発信時間が大幅に増加

22

【通信回数】 

（年度） 

397.3 
403.8 
801.2 
（3.6％） 
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445.4 
818.2 
（2.1％） 

373.8 
492.6 
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香港 2.0%
インドネシア 2.1%
イギリス 2.3%
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タイ 3.9%

韓国 6.6%

ブラジル 6.9%

フィリピン 
14.3%

中国 
14.5%

米国 
21.8%

図表① 国際電話の発着信別通信回数の推移

図表③ 国際電話の発信時間の対地別比率（平成15年度）
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図表①～④　総務省「トラヒックからみた我が国の通信利用状況」により作成 
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図表② 国際電話の発着信別通信時間の推移

図表④ 国際電話の発信時間の対地別順位の推移



1 国内専用線

平成15年度末における国内専用サービスの回線数

は、106.2万回線（対前年度比13.2％減）である（図表

①）。内訳は、帯域品目（主に電話やファクシミリ通

信に適したアナログ信号伝送サービス）が40.8万回線

（同8.3％減）、符号品目（主にデータ伝送に適したデ

ジタル信号伝送サービス）が12.5万回線（同17.8％減）、

高速デジタル伝送サービス（高速・大容量の情報伝送

が可能な専用サービス）が52.9万回線（同15.5％減）

といずれも減少している。

2 国際専用線

平成15年度末における国際専用サービスの回線数

は、1,116回線（対前年度比1.6％減）である（図表②）。

品目別には、音声級回線が47回線（対前年度比

55.2％減）、電信級回線が6回線（同14.3％減）、中・高

速符号伝送用回線が1,057回線（同3.4％減）となって

いる。また、中・高速符号伝送用回線の総国際専用回

線数に占める割合は、平成15年度末に94.7％となって

いる。
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電気通信サービス
（4）専用線

国内、国際とも回線数が大幅に減少

22
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図表① 国内専用回線数の推移

図表② 国際専用回線数の推移



平成16年度末における東・西NTT等の公衆電話施設

数は、44.2万台（対前年度末比12.1％減）となってお

り、平成3年度以降減少している（図表①）。これは、

携帯電話の急速な普及により、公衆電話の利用が減少

していることが背景にある。

東・西NTTの公衆電話施設の機種別構成比は、アナ

ログ公衆電話からデジタル公衆電話へとシフトしつつ

あり、平成16年度末におけるデジタル公衆電話及びIC

カード公衆電話の構成比は合計で30％超となってい

る。なお、ICカード公衆電話については、利用の伸び

悩み、磁気カード公衆電話との混在が結果として利用

者にとって不便であること等の理由により平成18年度

末までに順次デジタル公衆電話へ一本化される予定で

ある（図表②）。
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公衆電話施設数が連続して減少
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各社資料により作成 

※　平成12年度以前はNTT、日本テレコム、KDDI（平成10年11月以前は、日本高速通信）、13年度は東・西NTT及び日本テレコム、14年度以降は東・西
NTTの合計 
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図表① 公衆電話施設数の推移

図表② 東・西NTTにおける公衆電話施設構成比の推移



1 携帯電話の普及状況

平成16年度末における携帯電話の契約数は8,699.7万

件（対前年度比6.7％増）であるが、純増数は平成13

年度以降やや鈍化しており、平成16年度は547.7万件

の増加となっている。NCCの比率は44.9％（対前年度

比1.3ポイント増）である（図表①）。

2 PHSの普及状況

平成16年度末におけるPHSの契約数は、447.6万件

（対前年度比12.8％減）であり、平成12年度以降減少

している（図表②）。インターネット接続のための定

額データ通信サービスが全国に拡大しており、平成15

年からは全国の無線LANスポットが利用可能なサービ

スやPHSからIP電話への接続サービス等が開始されて

いる。なお、NTTドコモは平成17年4月末をもって

PHSサービスの新規申し込み受付を終了した。
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（6）携帯電話・PHS

携帯電話の契約数は増加しているものの増加率はやや鈍化
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図表① 携帯電話の契約数の推移

図表② PHSの契約数の推移



衛星を利用した移動通信システムには、静止衛星を

利用したシステムと周回衛星を利用したシステムがあ

り、携帯電話の電波が届かない山間地や海上、航空等

における移動通信サービスを提供している。平成16年

度末における衛星移動通信サービスの契約数は、

49,544件となっている（図表①）。

静止衛星は衛星の高度が約36,000kmと高いため、3

基の衛星で地球全体のカバーが可能である反面、伝送

遅延が大きく、また、大出力を要することから端末機

の小型化が困難である。静止衛星を利用した移動通信

サービスは、昭和57年にKDD（現KDDI）がインマル

サット衛星を通じた船舶向けサービスを開始し、平成

2年12月に航空機向けサービス、9年10月に南極及び北

極以外の全世界を対象とした陸上移動衛星通信サービ

スを開始している。また、平成8年3月にNTTドコモグ

ループがN-STARを通じた日本国内及び海上約200海里

を対象としたサービスを開始している。

周回衛星は静止衛星に比べて衛星軌道が低いため、

伝送遅延が小さく、端末の小型化・携帯化が可能であ

るという特徴がある。周回衛星を利用した移動通信サ

ービスは、平成11年3月からオーブコムジャパンが双

方向の測位サービスなどのデータ通信サービスを開始

している（図表②）。
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衛星移動通信サービス契約数は、平成16年度末で49,544件
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※　衛星移動通信サービス契約数は、オーブコム、オムニトラックス、N-STAR、インマルサット（船舶地球局、航空機地球局及び携帯移動地球局）の合計 
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運用者／事業者 

 

サービスエリア 

 

サービス内容
 

 

サービス開始 

高度（軌道） 

衛星数 

衛星名 インマルサット N-STAR オーブコム 

インマルサット 

（日本ではKDDI） 
 

全世界 
 

電話、テレックス、 

ファクシミリ、データ通信 

昭和57年2月 

36,000km（静止） 

4+5（予備） 

 
NTTドコモ 

 

全国及び日本沿岸海域 

並びにこれらの上空 

電話、ファクシミリ、 

データ通信 

平成8年3月 

36,000km（静止） 

2+1（予備） 

オーブコム 

（日本では 

オーブコムジャパン） 

全世界 
 

データ通信 
 

平成11年3月 

825km（周回） 

30

イリジウム 

米イリジウム 

（日本ではKDDIネットワーク 

＆ソリューションズ） 

全世界 
 

音声、データ通信、 

ページング、測位 

平成17年6月予定 

780km（周回） 

66+13（予備） 

図表① 衛星移動通信サービス契約数の推移

図表② 衛星を利用した移動通信システムの概要



日本銀行「企業向けサービス価格指数（平成12年基

準）」による我が国の固定通信の料金水準は、企業向

けサービス価格指数の総平均に比べ、専用線を除くす

べての固定通信料金が低い水準となっている。特に、

平成14年以降、固定データ伝送（対平成12年比19.8ポ

イント減）が固定電話（同17.7ポイント減）を下回り

低い水準にある。また、平成15年と16年との比較では、

固定電話が大きな低下（1.6ポイント減）となってい

る（図表①）。

電気通信が自由化された昭和60年4月の電話料金と

平成17年4月1日現在の料金を比較すると、東京―大阪

間の通話料金は最大96％減、市内料金は最大25％減と

なっており、国内電話料金の低廉化が進んでいる（図

表②）。

また、東・西NTTの加入者交換機を介さず、電気通

信事業者自らが設置した加入者交換機に直接収容して

サービスを提供するいわゆる直収電話サービスが開始

されており、平成17年4月1日現在、3分当たりで、東

京－大阪間で平成電電が6.8円、日本テレコムが14.9円、

KDDIが15.0円、市内料金で平成電電が6.8円、日本テ

レコムが7.9円、KDDIが8.0円と更なる料金の低廉化が

進んでいる。
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低廉化が更に進む
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図表① 企業向けサービス価格指数（平成12年基準）の推移

図表② 国内電話・国際電話の料金の低廉化



日本銀行「企業向けサービス価格指数（平成12年基

準）」による我が国の移動通信の料金水準は、特に携

帯電話の料金が著しく低下（対平成12年比10.4ポイン

ト減）している。平成15年と16年を比較しても、PHS

は前年と変わらないものの、携帯電話（対前年比0.9

ポイント減）が低下している。このため、移動電気通

信全体（対前年比0.9ポイント減）は、企業向けサー

ビスの総平均（同0.4ポイント減）よりも低下してい

る（図表①）。

具体的な携帯電話料金について、800MHzデジタル

方式の携帯電話サービスが開始された平成5年3月の料

金と比較すると、平成17年4月1日現在、基本料は最大

75％、携帯電話発の通話料は最大73％と大幅に低廉化

している（図表②）。携帯電話料金は、基本料に一定

時間の通話料を含めたパッケージ料金等、各事業者に

おいて様々な料金設定が行われており、料金体系の多

様化が進んでいる。
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携帯電話料金は低廉化が進む
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図表① 企業向けサービス価格指数（平成12年基準）の推移

図表② 携帯電話料金の低廉化



各国主要都市の国内電話料金について、OECDモデ

ル（注）で比較すると、住宅用国内電話料金では、平成8

年度と15年度を比較すると、東京が最も低廉化が進ん

でいる（図表①）。

個別の国内電気通信料金について、東京は、住宅用

の加入時一時金が最も高く、住宅用の基本料金はジュ

ネーブ、デュッセルドルフに次いで高い。また、平日

12時の市内通話料金は最も低い水準にあり、長距離通

話料金はニューヨークに次いで高い水準にある（図表

②）。
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※　料金の算出にあたっては、各都市において利用可能な各種割引料金を適用 
※　各国の現地通貨における料金推移を表しており、為替の変動による影響を含まない 
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図表①、②　総務省「電気通信サービスに係る内外価格差調査」により作成 

※　米国及びフランスでは基本料についてユニバーサルサービス基金等による補てんがある　 
※　市内・長距離通話料金は、平日12時に3分間通話した場合の料金。長距離通話料金は、最遠距離区分による 
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【住宅用の加入時一時金、基本料金】 【市内・長距離通話料金（平日12時の3分間の料金）】 

加入時一時金 基本料金（住宅用） 市内通話料金 長距離通話料金 

（注）OECDモデル：電気通信サービスの利用料金の国際比較を行うため、OECDが距離帯、時間帯等別のトラヒックパターンを設定したモデル

図表① OECDモデルによる住宅用国内電話料金の推移（平成8年度を100として指数化）

図表② 個別料金による国内電話料金の国際比較（平成15年度）



各国主要都市の国内専用線料金について、OECDモ

デル（注）で比較すると、デジタル1.5Mbpsでは平成8年

度から15年度にかけて、東京は他の都市と比べ最も通

信料金の低廉化が進んでいる（図表①）。しかしなが

ら、個別の国内専用線料金では、デジタル1.5Mbps

（50km）では、東京の国内専用線料金は、ジュネーブ

に次いで高い水準となっている（図表②）。
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※　料金の算出にあたっては、各都市において利用可能な各種割引料金を適用 
※　各国の現地通貨における料金推移を表しており、為替の変動による影響を含まない 
※　調査年度・都市によりバックアップ及び故障復旧対応等のサービス品質水準が異なる場合がある 

デュッセルドルフ 

パリ 

ロンドン 

ニューヨーク 

東京 

40

50

60

70

80

90

100

110

（年度） 

106

94

62

53
52

1514131211109平成8

図表② 個別料金による国内専用線料金の国際比較（平成15年度）
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東京 

図表①、②　総務省「電気通信サービスに係る内外価格差調査」により作成

※　都市によりバックアップ及び故障復旧対応等のサービス品質水準が異なる場合がある 

【デジタル1.5Mbps】 

0 10 20 30 40 50（万円／月） 

17.5

24.4

26.7

32.9

42.9

36.6
15.2

10.1

18.1

17.7

17.9

32.1

50km 15km

（注）OECDモデル：電気通信サービスの利用料金の国際比較を行うため、OECDが距離帯、時間帯等別のトラヒックパターンを設定したモデル。
OECD専用料金バスケット＝月額従量料金［OECD設定の品目、距離別本数］

図表① OECDモデルによる国内専用線料金（デジタル1.5Mbps）の推移（平成8年度を100として指数化）



各国主要都市の携帯電話料金について、東京モデル（注）

で比較すると、平成8年度から15年度にかけての東京

の通信料金は、他の都市と比べ最も低い水準となって

いる（図表①）。携帯電話の個別料金の比較では、パ

ッケージ料金については、東京は最も低い水準となっ

ている。他方、通話料金については、東京は比較的低

い水準にある（図表②）。
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※　各国の現地通貨における料金推移を表しており、為替の変動による影響を含まない 
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図表①、②　総務省「電気通信サービスに係る内外価格差調査」により作成 

※　パッケージプラン料金については、我が国の平均月間通話時間（約2時間）に近い通話料金を組み込んだものを選び比較の対象とした 
※　パッケージプラン料金について、ジュネーブでは該当サービスなし 
※　ただし、携帯電話の料金は、基本料金に一定時間の通話料金を組み込んだパッケージ型のプランが主流となっており、そのプランには多くの種類があるため、
単純な比較は困難である 

【平日12時の3分間の通話料金】 【パッケージプラン料金】 
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通話料金②（携帯発携帯着・同一事業者間） 
通話料金③（固定発携帯着)

（注）東京モデル：電気通信サービスの利用料金の国際比較を行うため、総務省が我が国における距離帯、時間帯等別のトラヒックパターンを基に設
定したモデル。東京の携帯電話モデル＝月額基本料＋従量料金［我が国の平均的な利用パターン］

図表① 東京モデルによる携帯電話料金の推移（平成8年度を100として指数化）

図表② 個別料金による携帯電話料金の国際比較（平成15年度）



各国主要都市の国際電話料金について個別の国際電

話料金で比較すると、通常料金では、東京・ニューヨ

ーク間では、東京から通話する方がやや安い。東京・

欧州間では、欧州各都市から東京へ通話する方が安い。

割引料金では、東京からロンドンへ通話する方が安

い。東京・パリ間及び東京・ニューヨーク間について

は、東京から通話する方が高い（図表）。
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総務省「電気通信サービスに係る内外価格差調査」により作成 

※　料金の算出にあたっては、各都市において利用可能な各種割引料金を適用 
※　デュッセルドルフ及びジュネーブ発は、割引適用のプランなし 

【住宅用】 

（割引料金） 

（通常料金） 

（円） 

（円） 

172

323

199

415

170

480

450

450

420

160

172

323

165

353

33

240

225

210

80

225

東京←→ジュネーブ 

東京←→デュッセルドルフ 

東京←→パリ 

東京←→ロンドン 

東京←→ニューヨーク 

東京←→ジュネーブ 

東京←→デュッセルドルフ 

東京←→パリ 

東京←→ロンドン 

東京←→ニューヨーク 

0 50 100 150 200 250 300 350 400

0 100 200 300 400 500 600

各都市から東京へ 東京から各都市へ 

東京から各都市へ 各都市から東京へ 

図表 個別料金による東京・各都市間での国際電話料金（平成15年度）



平成15年度における我が国の総通信回数は1,300.0億

回（対前年度比1.8％減）、総通信時間は52.0億時間

（同9.6％減）であり、いずれも減少が続いている。

発信端末別にみると、携帯電話発の通信回数が

504.4億回（対前年度比6.3％増）と引き続き増加して

いる一方、固定端末発の通信回数は774.4億回（同

6.4％減）、PHS発は21.3億回（4.1％減）と減少してい

る。総通信回数における割合では、移動発通信への移

行が続いている（図表①）。

発信端末別の通信時間では、固定端末発が33.1億時

間（対前年度比17.0％減）と前年度に引き続き大幅に

減少しているのに対し、携帯電話発は16.6億時間（同

3.8％増）と増加し、特にPHS発は2.3億時間（同43.8％

増）と大幅に増加している（図表②）。
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※　「固定端末」は加入電話、公衆電話及びISDNの総計 

0

500

1,000

1,500

2,000
（億回） 

（年度） 

46.9 
333.9 
963.2 
1,344.0

35.9 
438.3 
973.3 
1,447.5

26.2 
452.4 
905.4 
1,384.0

22.2 
474.5 
827.2 
1,323.9

21.3 
504.4 
774.4 
1,300.0

15141312平成11

1,344.0
1,447.5 1,384.0 1,323.9 1,300.0

PHS 
携帯電話 
固定端末 
総回数 

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 

・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 

・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 

・・・・・・・・・・・・・・・・ 

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 

・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 

・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 

・・・・・・・・・・・・・・・・ 

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 

・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 

・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 

・・・・・・・・・・・・・・・・ 

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 

・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 

・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 

・・・・・・・・・・・・・・・・ 

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 

図表①、②　総務省「トラヒックからみた我が国の通信利用状況」により作成 

※　「固定端末」は加入電話、公衆電話及びISDNの総計 
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図表① 通信回数の推移（発信端末別）

図表② 通信時間の推移（発信端末別）



平成15年度における相互通信状況において、移動端

末間の比率は28.2％となっている。相互通信回数にお

ける移動端末間の比率は毎年増加しており、固定通信

から移動通信への移行が続いていることがうかがえる

（図表①）。

なお、固定端末では着信の割合が発信の割合よりも

高くなっているのに対し、移動端末では発信の割合が

着信の割合よりも高い傾向にある。

固定端末、携帯電話及びPHSからの端末別着信回数

は、固定端末及び携帯電話では、同一端末間における

通信回数が最も多くなっている（図表②）。
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※　「固定端末」の着信は加入電話、ISDNの他、無線呼出しを含む 
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図表① 相互通信回数の比率の推移

図表② 固定端末、携帯電話及びPHSの着信先の状況（通信回数、平成15年度）



1 時間帯別の通信状況

（1）固定通信の時間帯別通信回数

事務用の時間帯別通信回数は、日中の時間帯におい

て通信回数が多く、午前中（9～12時）と、午後の業

務開始の時間帯（13～14時）から業務終了の時間帯

（17～18時）までの時間帯が特に多い。他方、住宅用

では午前中（9～12時）と18時以降の時間帯（9～21時）

の通信回数が多い。また、ISDN通話モードは、東・

西NTT事務用の傾向とほぼ類似している。ISDN通信

モードは、他の固定通信と比較して時間帯による通信

回数の変化が少なく、深夜においても比率が下がらな

いことが特徴となっている（図表①）。

（2）固定通信の時間帯別通信時間

住宅用の通信時間は夜間の比率が高く、20時から21

時がピークとなっている。他方、事務用は通信回数と

同様、12時から13時までの時間帯を除く日中時間帯に

おいて通信時間が長い。また、ISDN通話モードは、9

時から10時にピークがあり、通信回数同様、東・西

NTT事務用の傾向と類似している。ISDN通信モード

は9時から10時にピークが生じるものの、時間帯によ

る通信時間の変化が少なく、特徴的な傾向を示してい

る（図表②）。
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※　「加入電話（その他）」は地域系NCCの加入電話及び長距離系事業者の加入電話・ISDNの合算 
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図表① 固定通信の時間帯別通信回数

図表② 固定通信の時間帯別通信時間



（3）移動通信の時間帯別通信回数

移動通信の時間帯別通信回数は、朝の4時から6時に

かけて最も通信回数が少なく、7時から10時にかけて

急速に利用が増加しており、17時から18時にかけてピ

ークを迎えている。PHSは19時以降も減少が緩やかで

ある（図表③）。

（4）移動通信の時間帯別通信時間

携帯電話の通信時間は、通信回数と同様、朝の4時

から6時にかけて最も通信時間が少なく、その後徐々

に時間が伸び、17時から18時頃にピークが生じている。

PHSでは、携帯電話と異なり、23時から24時の間にピ

ークが生じている（図表④）。

2 通信時間別通信回数

1通信当たりの通信時間の分布状況についてみると、

携帯電話、PHS及び加入電話のいずれも、30秒以下の

通話が全体の3割を占めている。特にPHSでは10秒以

内で終了する通信の割合が圧倒的に多く、20秒以下の

通信が全体の3割弱を占めるなど、主に短時間で利用

されていると考えられる（図表⑤）。
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図表③ 移動通信の時間帯別通信回数

図表③～⑤　総務省「トラヒックからみた我が国の通信利用状況」により作成 
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図表①～③　総務省「トラヒックからみた我が国の通信利用状況」により作成
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1 固定通信

平成15年度において、加入電話及びISDNから発信

される通信について同一MA（単位料金区域：

Message Area）内に終始する通信の割合は、56.1％で

あり、隣接MAとの通信割合の13.5％とあわせると、

約7割が隣接MAまでの範囲で行われている。また、

県内・県外別では、県内通信が72.5％となっている

（図表①）。

2 携帯電話

携帯電話の同一県内に終始する通信回数の比率は

80.0％であり、平成14年度までとほぼ同様となってい

る（図表②）。

3 PHS

PHSの同一県内に終始する通信回数の比率は74.6％

であり、平成14年度に比べ若干増加している（図表③）。
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図表① 固定通信（加入電話・ISDN）の距離区分別通信回数構成比の推移

図表② 携帯電話の距離区分別通信回数構成比の推移 図表③ PHSの距離区分別通信回数構成比の推移



平成16年度末における光ファイバ網の整備率は、全

国平均で84％（対前年度比4ポイント増）、政令指定都

市及び県庁所在地級都市では95％（加入者の50％以上

が事業所である「ビジネスエリア」では98％）、人口

10万以上の都市では88％（ビジネスエリアでは89％）

となっている。光ファイバ網の整備は着実に進んでい

るが、その他の都市における整備率は65％であり、依

然として都市部と地方で整備水準に格差が存在してい

る（図表①）。

加入者と電気通信事業者の収容局の間を結ぶ加入者

系ネットワークは、高速かつ大容量のデータ通信に対

するニーズを背景に、光ファイバ等の高速のアクセス

網の整備が進んでいる（図表②）。
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※　主要エリアは、加入者の50％以上が事業所であるエリア 

全エリア 
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 最大2.4Mbps（EV-DO） 

最大54Mbps 

最大64kbps 

数kbps
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平成8年 

平成12年 

平成11年 

携帯電話：昭和62年 
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IMT-2000：平成13年 
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（データ通信） 

分類 名称 伝送速度 サービス開始年 

図表① 都市規模別光ファイバ網カバー率の推移

図表② 主な加入者系ネットワークの種類



1 静止衛星

平成16年度末における国内サービスに使用中の主な

静止衛星は、図表のとおりとなっている。

静止衛星の主な利用分野は、通信衛星では、JCSAT、

スーパーバード及びPASが企業内通信用、CSデジタル

放送用及び衛星インターネット用、N-STARが離島通

信用、災害時等の迂回用及び移動通信サービス用とし

て使用されている。平成14年7月には予備衛星として

N-STARc号が打ち上げられた。これにより、衛星移動

通信サービスの一層の信頼性向上を図ることが可能と

なった。

また、静止衛星は全世界を対象とした移動通信シス

テム等の国際サービスにも使用されており、主な衛星

通信システムとしてインマルサット、インテルサット、

SESグルーバルがある。

2 周回衛星

周回衛星は、平成11年3月からオーブコムジャパン

が双方向データ通信及び測位サービスを行っている。

また、米オーブコム社は、平成16年度末現在、30機体

制でサービスを行っている。
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※1　通信衛星については、現用衛星を掲載 
※2　N-SAT-110については、ジェイサットがJCSAT-110、宇宙通信がスーパーバードD号機と呼称 

通信衛星※1 JCSAT-1B 

JCSAT-2Ａ 
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－ 

Ka(11) 

S(1) 

Ka(11) 

S(1) 

－ 

 

Ka(3) 

－ 

Ka(6) 

－ 

－ 

－ 

 

Cバンド Kuバンド 

トランスポンダ数 
区分 衛星の名称 運用会社 

その他 

図表 国内サービスに使用中の主な静止衛星の概要（平成16年度末）



電波の利用は、昭和25年から59年頃は公共利用が中

心であったが、その後、電気通信事業分野を中心に民

間利用が急速に拡大している。近年では無線アクセス

等新規電波ニーズが拡大し、電波の逼迫が深刻な問題

となっている（図表①）。

平成16年度末における無線局数（PHS端末やコード

レス電話等の免許を要しない無線局を除く。）は、

9,664万局（対前年度比10.6％増）となっている。特に、

携帯電話端末等の陸上移動局は9,439万局（対前年度

比11.1％増）と増加しており、平成16年度末の無線局

数に占める割合は97.7％にまで高まっている（図表

②）。今後も携帯電話の普及が進み、引き続き無線局

数の増加が見込まれる。

他方、基地局は67万局（対前年度比9.6％減）、簡易

無線局は64万局（同1.5％減）、アマチュア局は60万局

（同9.0％減）と減少している。
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周波数 

公共利用が中心 
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電気通信事業分野を中心に民間利用の急速な

拡大（特に移動通信分野で顕著） 

51GHz程度 

（1985年当時） 

・ICT革命のための新規事業創出への期待大 

・増大する電波利用ニーズ 

249GHz程度 

（2004年現在） 

昭和25年～59年 昭和60年～平成12年 平成13年～ 

図表① 電波利用の変遷

※1　陸上移動局：陸上を移動中又はその特定しない地点に停止中運用する無線局（携帯電話端末等） 
※2　簡易無線局：簡易な無線通信を行う無線局（パーソナル無線等） 
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図表② 無線局数の推移

電波の有効利用政策の推進については、3-2-3（P215）参照関連ページ



1 国民生活センターに寄せられた苦情・相談等

国民生活センターでは、消費者からの商品やサービ

ス等消費生活全般に関する苦情や相談等を受け付け、

公正な立場で処理にあたっている。情報通信関係の苦

情・相談等件数及び全苦情・相談等件数に占める割合

は年々増加している。平成16年度の情報通信に関する

苦情・相談等件数は1,077,336件で、15年度の約1.8倍に

なった（図表①）。情報通信の中でもインターネット

に関するトラブルの増加が目立っている（図表②）。

具体的には、利用した覚えのないアダルトサイトの利

用料金の請求を受けたというものや、誤ってURL等を

クリックしてしまい、サイトに登録されてしまったた

めに利用料金の請求を受けたという苦情・相談等が多

く寄せられている。

2 総務省電気通信消費者相談センターに寄せられ

た苦情・相談等

総務省では、電気通信消費者相談センター及び地方

総合通信局等において、電気通信サービスに関する利

用者からの苦情・相談等を受け付け、電気通信サービ

スの利用環境の整備を推進している。平成16年度に電

気通信消費者相談センターに寄せられた苦情・相談等

件数は9,717件と増加し、地方総合通信局等に寄せら

れたものも含めると、総務省で受け付けた合計件数は

16,101件となっている（図表③）。特に架空料金請求

トラブルに関連して「携帯電話・PHS」の苦情・相談

等件数が増加した（図表④）。
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図表① 情報通信に関する苦情・相談等件数と
全苦情・相談等件数に占める割合の推移

図表③ 総務省に寄せられた苦情・相談等件数の推移
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図表①、②　国民生活センター資料により作成 
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図表② インターネットに関する苦情・相談等件数と
全苦情・相談等件数に占める割合の推移

図表④ 電気通信消費者相談センターに寄せられた
内容別の苦情・相談等の内訳の推移

電気通信事業分野における消費者行政については、3-7-1（P247）参照関連ページ

関連サイト：国民生活センター（http://www.kokusen.go.jp/）


